
様式１－１

１.フェーズ別の計画及び取組状況
フェーズ別の事業計画と取組状況、年度別の自己評価を記載してください。
当初計画から変更又は追加した取組がある場合は「取組状況」に取組を赤字で記載してください。また、計画変更申請をした場合は「取組状況」に承認日を赤字で記載してください。
計画の進捗の遅れや実施困難な事項がある等、自己評価が下位2つの場合には、課題（理由）とその対応を記載してください。計画通りに実施できており、その他課題がない場合に限り記載は不要です。
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事業計画 取組状況

認可申請
又は届出

事業期間

①令和5年9⽉⼤学改⾰室の拡充（同室コーディネーターの配置）、構想会議の発⾜
②令和6年1⽉⼈材需要に関するニーズ調査、学⽣確保の⾒通しに関するニーズ調査の実施
③令和7年3⽉教育課程の整備︓カリキュラムポリシーと教育課程の策定、アドミッションポリシーと⼊試⽅法の策
定、ディプロマポリシーとキャリア⽀援策の策定、教務システムの改修計画の策定
④令和7年4⽉新たに採⽤する教員の公募要領の策定、移籍する教員の業績審査の実施
⑤令和7年５⽉神⽥キャンパス及び幕張キャンパスの校舎、教室・研究室等の整備計画の策定、図書その他設
備の整備計画の策定
⑥令和7年12⽉特定地域の定員抑制に関わる届出書類の作成と届出
⑦令和8年３⽉設置認可申請書・寄附⾏為変更認可申請書の作成と申請

①～③に関連した取り組み状況
　・令和5年9月文部省大学設置室事務相談
　・令和5年11月先行大学の調査（京都女子大学データサイエンス学部、関西大学ビジネスデータサイエンス学部、金沢大
学観光デザイン学類）
　・令5年10月から令和6年2月データサイエンス分野の有識者からの意見聴取
令和6年度の取り組み状況
　・令和６年4月～10月令和10年度新学部設置に向けた構想の抜本的見直し
　・令和６年11月～令和９年度新学部設置に向けた構想の再検討
　・令和６年11月～令和７年３月学生確保の見通しに関するニーズ調査の実施
　・令和６年12月～令和７年2月教員業績予備審査の実施フ
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リストから選択してください。

リストから選択してください。

　

リストから選択してください。

　

　

大学・高専機能強化支援事業（支援１：学部再編等による特定成長分野への転換等に係る支援）
実施状況報告書

選定年度

大学名

令和5年度
神田外語大学

設置等組織名 国際経営データサイエンス学部（仮称）
F112310102495

私立
学校コード
設置区分

学校種

【１】計画を実施していない。

申請時の構想であるデータサイエンス分野について、先行事例との差別化を図るため抜本的に再考する一環として、学生確
保の見通しに関する調査や外部業者による教員業績審査を行うなどし、学内で慎重に検討を進めた結果、学生確保及び
教員の確保が困難であることから、申請時の計画である令和９年度設置に加え、データサイエンス分野はもとより理系転換
の可能性も困難と判断したため、事業廃止承認申請を行い、令和7年3月24日付けで事業の廃止が承認された。

リストから選択してください。

自己評価、課題（理由）とその対応

【２】計画を十分には実施していない。

・本事業計画に沿って、新学部設置構想会議の発足に向け、文部科学省大学設置室と事務相談したほか、データサイエ
ンス分野の有識者からの意見聴取や先行他大学の調査など大学負担で行い検討を進めた。
 ・その結果、申請時の構想は、データサイエンス分野では後発であり、差別化を図るためには更に検討が必要であることや、
この分野での特色ある教員の確保が必要であることなどにより構想を根本的に再考する必要が生じた。

事業計画名 国際経営データサイエンス学部（仮称）の新設大学 千葉県都道府県
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①令和8年4⽉新学部設置準備委員会の設置
②令和8年11⽉新学部総合選抜など実施
③令和8年12⽉神⽥新キャンパス及び幕張キャンパスの既存建物の改修
④　　　　〃　　　校地・校舎の取得・変更届出書の作成と届出
⑤令和９年1⽉新学部⼀般選抜など実施
⑥令和9年3⽉新学部運営体制や関連規則の整備

フ
ェ
ー
ズ
２

開設
又は定員増

リストから選択してください。

リストから選択してください。
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①令和9年4⽉新学部開設
②令和９年4⽉新学部教授会や⾃⼰点検評価を含む関連委員会等運営組織の設置、外部評価委員会の設
置、⼤学改⾰室において新学部の運営を⽀援
③令和９年5⽉⼤学設置履⾏状況調査への対応
④令和10年1⽉外部評価委員会の開催
このほか、本事業に採択に伴い必要となる実績報告書を提出、機能強化会議への出席
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